
公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

物的管理のためのセキュリティシステ
ムの更改の請負

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.8
綜合警備保障(株)
東京都港区元赤坂１丁目６番６号

3010401016070

本件は中央合同庁舎第2号館内のセキュリティシステムに用いられている一部の
機器を更改するものである。本システムの構築時の請負事業者は綜合警備保障株
式会社であり、中央合同庁舎２号館の構造や防犯システムを熟知している。本シ
ステムの詳細を把握していない綜合警備保障株式会社以外の事業者へ本件を依頼
した場合、機器の全更改が必要になる可能性がある。
また中央合同庁舎２号館の警備業務は令和3年度から令和7年度まで綜合警備保障
株式会社が行うこととなっており、本システムの警報装置が作動した場合、綜合
警備保障株式会社の警備員が５分以内に警備区画に駆けつけることとしている。
本件システムにより行われる業務の特性上、多数の事業者を本システムを用いた
業務に携わらせることは適切ではないといえる。
以上のことから本件は綜合警備保障株式会社以外が請け負うことは困難であり、
綜合警備保障株式会社との随意契約とすべきである。
会計法第２９条の３第４項

2,640,000 2,640,000 100.0%

G7 デジタル・技術・産業大臣会合出席
国政府高官との会談における通訳業務
に係る事務の請負

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.8

（株）サイマル・インターナショナル
東京都中央区銀座７丁目１６番１２号
Ｇ－７ビルディング

6010001109206
緊急の必要により、特定の者でなければ当該業務を履行できず、他に競争を許さ
ないため。

2,074,835 2,074,835 100.0%

令和６年能登半島地震における被災者
への生活支援情報の新聞広告掲載

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.13
（株）北國新聞社
石川県金沢市南町２番１号

7220001006208

令和６年能登半島地震の被災地である石川県では、奥能登（輪島市、珠洲市、能
登町及び七尾市）の一部地域において未だに停電が続いているほか、自宅に戻る
ことができている被災者もいれば、甚大な家屋被害等により、避難所等で避難生
活を続けている被災者もいる。このような状況下において、確実に被災者への生
活支援情報を届けるためには、物理的に被災者の手元に届けられる情報媒体であ
る新聞が有効であり、県内で合計シェア率６割（（社）日本ＡＢＣ協会の調査に
よる。調査時期は2001年）を占める北國新聞に情報を掲載することによって、
迅速かつ幅広く確実に届けられる。以上により、北國新聞に広告を掲載する必要
があり、そのためにはを発刊している（株）北國新聞社との契約でなければなら
ないことから、本契約は随意契約でなければならない。
本件は、（株）北國新聞社が発刊する新聞（北國新聞）に情報を掲載するもので
あり、当該新聞に情報を掲載し、発刊できる事業者は、（株）北國新聞社以外に
いないことから、随意契約の相手方は「（株）北國新聞社」以外にいない。

2,200,000 2,200,000 100.0%

携帯料金プラン見直し等の検討促進に
関する周知広報事業の請負

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.28

（株）博報堂
東京都港区赤坂５－３－１　赤坂Ｂｉ
ｚタワー

8010401024011
訴求力に優れた企画案を選ぶ必要があり、契約の性質が企画力・表現力を競うも
のであるため、企画競争を実施し、選定した業者と契約するもの。

147,620,000 147,620,000 100.0%

総務省独自サービスの整備及び保守・
運用業務の請負

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.29
日鉄ソリューションズ（株）
東京都港区虎ノ門１－１７－１

9010001045803

総務省LANは令和7年4月にデジタル庁のGSSに移行予定である。現行総務省LAN
で提供するサービスのうちGSSでは提供されないものの、GSS移行後も継続が必
要なサービスを現行総務省LANで稼働していた既設機器・サービスを継承する形
で整備するものである。
　本件は、総務省LANにおける既設機器・サービスを継承する形で実施するもの
であることから、総務省LANのハードウェア、ネットワーク等のシステム全体の
構成を十分に把握している日鉄ソリューションズ株式会社以外に設計・構築等を
行うことはできないものである。

691,900,000 691,900,000 100.0%

令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.22
北海道上川町
北海道上川郡上川町南町１８０

8000020014575

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

74,996,460 74,996,460 100.0%

公益法人の場合
備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所

属する部局の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数
法人番号

様式２－４



令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.19

鹿児島県瀬戸内町
鹿児島県大島郡瀬戸内町大字古仁屋字
船津２３

5000020465259

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

44,442,568 44,442,568 100.0%

令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.25
三重県明和町
三重県多気郡明和町大字馬之上９４５

6000020244422

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

99,830,752 99,830,752 100.0%

令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.25
島根県江津市
島根県江津市江津町１０１６番地４

1000020322075

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

83,318,390 83,318,390 100.0%

令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.25
鹿児島県指宿市
鹿児島県指宿市十町２４２４

3000020462101

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

52,701,647 52,701,647 100.0%

令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.27
愛知県みよし市
愛知県みよし市三好町小坂５０

6000020232360

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

113,160,110 113,160,110 100.0%

令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.22
青森県八戸市
青森県八戸市内丸一丁目1番1号

2000020022039

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

99,823,800 99,823,800 100.0%



令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.22
山形県酒田市
山形県酒田市本町２丁目２－４５

5000020062049

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

119,300,000 119,300,000 100.0%

令和５年度自治体フロントヤード改革
モデルプロジェクト（補正予算関係）
に係る委託事業

谷内　正登
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.3.21

東京都八王子市
東京都八王子市元本郷町３丁目２４－
１

1000020132012

本件は、地方公共団体において、「創意工夫を活かした複数の改革を前提とし
て、取組全体の最適化」を図る総合的なフロントヤード改革の実証支援を通じ
て、「住民利便性の向上」と「業務効率化」を実現する汎用性のある人口規模別
のモデルを構築するとともに、その横展開を図ることを目的として実施するもの
である。
他の自治体にも展開していくことを念頭に委託事業の委託先を選定する必要があ
ることから、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提
案内容や事業計画、実施体制等も総合的に判断して委託先を選定する必要がある
ため、随意契約でなければならない。

19,786,800 19,786,800 100.0%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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